
部活動改革の取組状況に関する調査

令和８年４月

運動部



調査の概要（確定値）

◆回答数：1,592
都道府県：47（回収率100％）
市町村（特別区を含む）：1,534（回収率88％）

うち政令指定都市：20（回収率100％）
他、学校組合等11（回収率17%）

◆回答があった自治体の学校数（合計）：9,309校

◆回答があった自治体における運動部活動数：75,599部活

※以降のページの各設問のn数は、当該設問の回答者数を示す
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日 程：令和７年５月７日～６月６日（４週間）
対 象：47都道府県、1741市町村（特別区含む）、64事務組合
内 容：自治体の状況及びそれぞれが所管する中学校等の部活動に関する調査



◆部活動数

地域展開（地域クラブ活動）

地域連携（合同部活動・部活動指導員）

●「改革推進期間」が始まった令和５年度以降、部活動の地域展開等が着実に進捗
●「改革実行期間」が始まる令和８年度には、約３割の部活動が地域展開し、地域クラブ活動となる予定。
スポーツで1,097自治体、文化芸術で646自治体が地域展開に取り組む予定。

◆自治体数
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R5 R6 R7  R8
地域連携（スポーツ）
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地域展開（文化芸術）

R5 R6 R7  R8
地域連携（文化芸術）

R5 R6 R7  R8
地域展開（スポーツ）

（スポーツ・文化芸術合計）

【出典】部活動改革の取組状況に関する調査
（スポーツ庁・文化庁）

※1 「地域展開」は、地域展開が完了している、
 又は地域展開に取り組んでいる状態、
「地域連携」は、合同部活動の実施と部活動
指導員の活用の両方又はいずれかを行っている
状態を指す

※2 部活動数の母数を128,000部（スポーツ
100,000部、文化芸術28,000部）として
割合を算出

※3  自治体数は都道府県及び市区町村等の合計

＜調査期間＞2025年5⽉7⽇〜 6⽉6⽇
＜調査対象＞全ての都道府県、市区町村等
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１．部活動の地域展開等の進捗状況・見通し（休日）
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◆部活動数

●「改革推進期間」が始まった令和５年度以降、部活動の地域展開等が少しずつ進捗（休日と比べると
進捗は緩やかな状況）

●「改革実行期間」が始まる令和８年度には、１割弱の部活動が地域展開し、地域クラブ活動となる予定。
スポーツで525自治体、文化芸術で236自治体が地域展開に取り組む予定。

◆自治体数
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（スポーツ・文化芸術合計）

【出典】部活動改革の取組状況に関する調査
（スポーツ庁・文化庁）

※1 「地域展開」は、地域展開が完了している、
 又は地域展開に取り組んでいる状態、
「地域連携」は、合同部活動の実施と部活動
指導員の活用の両方又はいずれかを行っている
状態を指す

※2 部活動数の母数を128,000部（スポーツ
100,000部、文化芸術28,000部）として
割合を算出

※3  自治体数は都道府県及び市区町村等の合計

＜調査期間＞2025年5⽉7⽇〜 6⽉6⽇
＜調査対象＞全ての都道府県、市区町村等
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１．部活動の地域展開等の進捗状況・見通し（平日）
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430; 29%

324; 22%

565; 39%

150; 10%

①策定済 ②当該年度中に策定を予定している ③検討中 ④予定なし

922; 63%
212; 14%

221; 15%

12; 1%
104; 7%

①設置済 ②当該年度中に設置を予定している ③検討中 ④設置したことはあるが解散した ⑤予定なし

２．地方公共団体における体制整備等の状況｜ （１）協議会の設置・推進計画等の策定
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協議会を設置済みと回答した自治体は約73%であり、令和６年度調査の約63%から増加した。
推進計画等を策定済みと回答した自治体は約43%であり、令和６年度調査の約29%から増加した。

◆協議会の設置

44; 93.6%

2; 4.3%
0; 0.0% 1; 2.1%

（n=47）

令和６年度 令和７年度

◆推進計画等の策定

672; 42.5%

290; 18.3%

452; 28.6%

169; 10.7%

（n=47）

▼都道府県 ▼市区町村▼全体 ▼全体

1110; 72.2%

128; 8.3%

184; 12.0%

28; 1.8%
88; 5.7%

（n=1,538）

629; 41.0%

288; 18.8%

451; 29.4%

168; 10.9%

（n=1,536）（n=1,583）

（n=1,585）

43; 91.5%

2; 4.3%
1; 2.1% 1; 2.1%

1154; 72.8%

128; 8.1%

186; 11.7%
28; 1.8%

89; 5.6%

※R6調査はR6年度、R7調査はR7年度

（n=1,471）

（n=1,469）

※R6調査はR6年度、R7調査はR7年度

▼都道府県 ▼市区町村▼全体 ▼全体



２．地方公共団体における体制整備等の状況｜ （２）地方公共団体における担当部署
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部活動の地域展開等は「部活動改革に関する専門部署を設置して行っている」、「教育委員会が中
心となり、首長部局と連携して行っている」、「首長部局が中心となり、教育委員会と連携して行
っている」のいずれかを回答した地方公共団体は、都道府県で約79％、市区町村で約42％。
◆自治体における部活動地域展開等の実施体制

2; 4.3%

33; 70.2%

2; 4.3%

7; 14.9%

0; 0.0%

3; 6.4%

①部活動改革に関する専門部署を設置して行っている
②教育委員会が中心となり、首長部局と連携して行っている
③首長部局が中心となり、教育委員会と連携して行っている
④教育委員会のみで行っている
⑤首長部局のみで行っている
⑥その他

（n=47）

▼都道府県 ▼市区町村

（n=1,532）
50; 3.3%

555; 36.2%

33; 2.2%

843; 55.0%

2; 0.1%

49; 3.2%

【その他の回答例】
• 協議会・検討委員会等の会議体で連携している
• 学校・PTAと連携している
• スポーツ協会・大学と連携している
• 外部団体活用・地域クラブ・法人化・広域連携等で連携している
• 自治体内の複数の課で連携している
• 中心となる主体は特定していない
• 検討中・調整中である
• 地域連携・地域展開の対象・予定がない
• 地域連携・地域展開が実施困難である



２．地方公共団体における体制整備等の状況｜ （３）コーディネーターの配置
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総括コーディネーターまたはコーディネーターを設置している自治体は、
都道府県で約60％、市区町村で約31％。

◆自治体が設置しているコーディネーターの配置状況

23; 48.9%

2; 4.3%

3; 6.4%

8; 17.0%

11; 23.4%

① 総括コーディネーターを配置している
② コーディネーターを配置している ※総括コーディネーターを除く
③ 総括コーディネーター・コーディネーターともに配置している
④ 検討・調整中
⑤ 配置の予定はない

▼都道府県 ▼市区町村

183; 12.0%

217; 14.3%

68; 4.5%

429; 28.2%

623; 41.0%

（n=1,520）（n=47）



３．地域クラブ活動の実施に当たっての課題
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地域クラブ活動の実施に当たっての課題として、「持続可能な収支構造の構築」、「指導者の量の確保」、
「保護者・生徒の普及啓発・理解」の回答が多い。

◆地域クラブ活動の課題（※複数回答可） 

16.2%

14.1%

4.2%

3.9%

8.4%

15.9%

7.6%

3.9%

6.7%

2.5%

2.5%

1.4%

4.9%

7.0%

0.7%

0% 20%

①持続可能な収支構造の構築

②保護者・生徒の普及啓発・理解（参加費用負担への理解含む）

③学校関係者の普及啓発・理解

④地域関係者の理解

⑤自治体・学校と運営団体・実施主体の連携体制の構築

⑥指導者の量の確保

⑦指導者の質の確保

⑧活動場所の確保

⑨移動手段の確保

⑩平日・休日の一貫指導

⑪大会参加・引率規定

⑫大会運営体制

⑬参加費用（負担軽減）に係る制度設計

⑭学校と地域クラブ活動の運営団体・実施主体との役割分担や責任の所在

⑮その他

（n=1,457）



４．地域クラブ活動の状況｜（１）運営体制の整備
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運営団体は「行政部局の直轄運営」、「総合型地域スポーツクラブ」、「体育・スポーツ協会」
の回答が多い。
実施主体は「スポーツ少年団」、「競技団体」、「総合型地域スポーツクラブ」、「体育・スポ
ーツ協会」の回答が多い。
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①運営団体（※複数回答可） ②実施主体（※複数回答可）（n=1,078） （n=1,070）
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４．地域クラブ活動の状況｜（２）指導者｜ ①指導者の属性
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地域クラブ活動の指導者の属性として、「教職員（兼職兼業）」、「競技団体の指導者」、「ス
ポーツ少年団の指導者」の回答が多い。
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◆指導者の属性（※複数回答可）
（n=1,075）

※⑥は実業団を除く、⑩は教員、学校事務職員を除く、⑬はJETプログラムによるスポーツ国際交流員



４．地域クラブ活動の状況｜（２）指導者｜②指導者の確保に関する課題
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指導者の確保に係る課題として、「平日に対応可能な指導者が少ない」、「域内の指導者の情報
把握」、「指導者に対する十分な待遇の用意」の回答が多い。

◆課題として認識している事項（※複数回答可） （n=1,065）
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４．地域クラブ活動の状況｜（３）活動場所｜ ①地域クラブ活動の主な活動場所
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地域クラブ活動の主な活動場所としては「中学校の施設」の回答が最も多く、約94%の自治体で
使用されている。次いで「その他公共施設」の回答が多く、約71%の自治体で使用されている。
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◆地域クラブ活動の主な活動場所（※複数回答可）
（n=1,062）



４．地域クラブ活動の状況｜（３）活動場所｜②学校施設等の利用促進のための取組
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地域クラブ活動が学校施設等の利用をしやすくするために整備している仕組みとして、「学校
施設の使用料減免の規程の整備」と「学校施設の優先利用の規程の整備」が多く、どちらも４割
程度の自治体が実施している。
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約
シ
ス
テ
ム
の
導
入

ス
マ
ー
ト
ロ
ッ
ク
、
キ
ー
ボ
ッ
ク
ス
等
に
よ
る

鍵
の
受
け
渡
し
の
負
担
軽
減

学
校
に
付
帯
す
る
体
育
施
設
の

社
会
体
育
施
設
化

（
学
校
と
社
会
体
育
施
設
の
一
体
化
）

そ
の
他

◆地域クラブ活動で学校施設等の利用をしやすいような仕組みの整備状況（※複数回答可）
（n=1,061）



13

部活動指導員の指導者の属性として、「退職教職員」の回答が最も多く、回答した自治体の半数
以上が任用している。次いで「競技団体の指導者」、「企業等の一般従業員等関係者」の回答が
多く、３割以上が任用している。

◆任用している部活動指導員の属性（R6年度実績）（※複数回答可）

8.1%

23.3%

36.3%

9.8% 10.8%

35.9%

3.4%
1.6%

55.2%

16.4% 17.4%

3.2%
1.1%

16.7%

1.8%

20.1% 19.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

①
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
の
指
導
者

②
ス
ポ
ー
ツ
少
年
団
の
指
導
者

③
競
技
団
体
の
指
導
者

④
民
間
の
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
の
指
導
者

⑤
ク
ラ
ブ
チ
ー
ム
関
係
者

⑥
企
業
等
の
一
般
従
業
員
等
関
係
者

（
実
業
団
を
除
く
）

⑦
ス
ポ
ー
ツ
推
進
委
員

⑧
ア
ス
リ
ー
ト
人
材※

⑨
退
職
教
職
員

⑩
公
務
員
（
教
員
、
学
校
事
務
職
員
を
除
く
）

⑪
非
常
勤
講
師
（
兼
職
兼
業
）

⑫
学
校
事
務
職
員
（
兼
職
兼
業
）

⑬
地
域
お
こ
し
協
力
隊

⑭
大
学
・
大
学
院
生

⑮
専
門
学
校
生

⑯
保
護
者
・
同
窓
会

⑰
そ
の
他

（n=879）

５．学校部活動の状況｜部活動指導員等の活用｜①部活動指導員の属性
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部活動指導員配置の効果として、「より技術的な指導ができるようになり、指導体制が充実
した」と「教員の在校時間等が減少した」の回答が他の回答と比較して著しく多い。

◆部活動指導員を配置したことによる効果（※複数回答可）

81.3%
90.1%

13.3% 14.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

教
員
の
在
校
等
時
間
が
減
少
し
た

よ
り
技
術
的
な
指
導
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
、

指
導
体
制
が
充
実
し
た

各
競
技
・
分
野
関
係
者
と
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
広
が
り
、

練
習
環
境
が
充
実
し
た

そ
の
他

（n=881）

５．学校部活動の状況｜部活動指導員等の活用｜②部活動指導員の配置による効果
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